
　
2027年1月期  第1四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

2026年6月15日

上場会社名 株式会社TOKYO BASE 上場取引所  東

コード番号 3415 URL  https://www.tokyobase.co.jp/

代表者 （役職名）代表取締役CEO （氏名）谷　正人

問合せ先責任者 （役職名）取締役CFO （氏名）高木　克 TEL  03-6712-6842

配当支払開始予定日 －

決算補足説明資料作成の有無：有

決算説明会開催の有無      ：無

（百万円未満切捨て）

（1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年1月期第1四半期 6,134 24.1 415 10.1 480 89.1 235 23.7

2026年1月期第1四半期 4,940 3.6 377 131.6 253 6.0 189 89.3

（注）包括利益 2027年1月期第1四半期 309百万円（127.0％） 2026年1月期第1四半期 136百万円（22.7％）

1株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
1株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年1月期第1四半期 5.35 5.26

2026年1月期第1四半期 4.37 4.33

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年1月期第1四半期 16,611 6,313 37.9

2026年1月期 14,863 6,266 42.0

（参考）自己資本 2027年1月期第1四半期 6,294百万円 2026年1月期 6,249百万円

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年1月期 － 0.00 － 6.00 6.00

2027年1月期 －

2027年1月期（予想） 0.00 － 7.00 7.00

（％表示は、通期対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 28,000 17.4 2,500 26.8 2,200 16.4 1,500 29.9 34.12

1．2027年1月期第1四半期の連結業績（2026年2月1日～2026年4月30日）

（2）連結財政状態

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2027年1月期の連結業績予想（2026年2月1日～2027年1月31日）

（注1）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注2）当社は、年次での業績管理を行っておりますので、第2四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しています。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年1月期1Ｑ 43,959,482株 2026年1月期 43,959,482株

②  期末自己株式数 2027年1月期1Ｑ 13株 2026年1月期 13株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年1月期1Ｑ 43,959,482株 2026年1月期1Ｑ 43,959,482株

※  注記事項

（1）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料11ページ「2.四半期連結財務諸表及び主な注記（3）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）をご覧ください。

（3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（4）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項については、添付資料6ページ「1．当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想などの将来予測情報に関

する説明」をご覧ください。
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1．当四半期決算に関する定性的情報

（1）経営成績に関する説明

　当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、賃上げの進展や雇用環境の安定を背景に、個人消費は緩や

かな回復基調を維持しております。また、訪日外国人観光需要も引き続き堅調に推移し、サービス消費を中心に

経済活動の下支えとなっております。一方で、エネルギー価格や原材料価格の高止まりに加え、各国の金融政策

動向や地政学的リスク、為替の変動などにより、企業を取り巻く環境には引き続き不確実性が残っております。

　海外に目を向けると、中国本土では景気は総じて持ち直しの動きが続いており、政策支援や雇用環境の安定化

を背景に、個人消費も緩やかな回復基調を維持しております。分野によってばらつきは見られるものの、サービ

ス消費や一部の耐久消費財を中心に持ち直しの動きが続いており、小売市場全体としても緩やかな改善傾向が見

られております。

　こうした経営環境のもと、当社は企業理念である「日本発を世界へ」のもと、2024年3月に公表した中期経営計

画（2028年1月期を最終年度）に基づき、①人材・組織力の強化、②実店舗の競争力強化、③EC事業の高度化、④

商品力の強化、⑤海外事業の拡大、⑥M&Aの推進という6つの重点施策を軸に事業を展開しております。

　中期経営計画3年目である2027年1月期においては、2026年1月期に実行した実店舗の積極的な拡大やインバウン

ド強化に引き続き、国内外での積極的な実店舗拡大を進めてまいります。あわせて、成長投資として海外5か国目

への展開、新業態の開発、営業力の強化、労働生産性の向上、為替リスク対策、資本コストを意識した経営を推

進し、株主価値の最大化を目指してまいります。

（売上高）

　当第1四半期連結累計期間における売上高は、6,134,010千円（前年同期比+24.1%）となり、好調に伸長いたし

ました。第1四半期後半には夏・盛夏需要での商品構成比を高めた結果実店舗が苦戦する場面もありましたが、新

業態の開始や国内外での新規出店効果も寄与し、前年を大きく上回る実績となりました。

　日本事業では、実店舗が前年同期比121.4%と大幅に伸長した一方、新規大量出店による人員希薄化等の影響を

受け、既存店売上は100.4％と例年並みとなりました。インバウンド売上は同147.4％と急拡大し、実店舗売上の

大きな牽引役となっております。業態別では、2期前に展開開始したCONZが244.3％と伸長を継続しているほか、

インバウンド需要をつかんだJAPAN EDITIONが260.9%と大きく伸長し、新業態の成功事例となっております。3月

に出店を開始した新業態KEY TIMEZについては営業日数の関係から当第1四半期における寄与は限定的であり、今

後の寄与拡大が期待されます。

　海外事業についても、前年同期比137.2%と成長を継続しております。昨年出店した韓国ソウルの1号店も含め、

アジア地域における展開も順調に進んでおります。2027年1月期は、海外5か国目への展開を進めるとともに、現

在非連結子会社である韓国、米国でのプレゼンス向上にも努めてまいります。

　EC事業においても、自社EC前年同期比126.5%、ZOZO同154.9%と好調に推移しております。前期までに行った、

「値引き体質」からの脱却とブランド価値の維持を目的とした構造改革により、粗利を維持したEC運営が可能と

なりました。一方、前年度に増加した残在庫の消化を目的とし、粗利率をコントロールできる範囲のオフ率に

て、ZOZOでの限定的なタイムセールは実施を継続しており、ZOZO売上は増加傾向にあります。

　今後は、前期の反省を生かした5シーズンMDの展開や、リアルタイムな商品供給体制の強化を通じて、さらなる

需要取り込みを図ってまいります。引き続き、インバウンド需要への対応力強化と、海外新規出店による販路拡

大を両立させることで、成長基盤の拡充を進めてまいります。

（売上総利益）

　当第1四半期連結累計期間の売上総利益は売上増加に連動する形で3,284,588千円（前年同期比+22.1%)となりま

した。当第1四半期より開始した新業態等の影響により売上総利益率は53.5％（前年同期比1.0ポイント減）と微

減となりました。

　引き続き、ブランドポートフォリオの最適化とプライシング戦略の高度化を通じて、持続的な利益成長を実現

してまいります。
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（販売費及び一般管理費、営業利益）

　販売費及び一般管理費は2,868,783千円（前年同期比+24.0%）となり、販管費率は46.8%（前年同期比+0.0%）と

なりました。これは、将来の成長を見据えた積極的な新規出店の推進に伴う地代家賃および仲介手数料の増加、

ならびに販売力の強化に向けた人的リソースの確保によるものであり、戦略的な成長投資の一環です。また、リ

ース会計を採用している香港において、新規店舗の出店に伴い店舗工事施工期間に先行する地代家賃が15,366千

円発生しております。

　これらの取り組みにより、香港の一時的に発生した販管費を取り込んで、営業利益は415,805千円（前年同期比

+10.1%）と大幅に増加し、収益性と成長性を両立した力強い業績改善を実現しております。

（営業外損益、経常利益）

　営業外収益は前第1四半期連結累計期間に比較して73,817千円増加し、84,822千円となりました。主な要因は為

替差益の増加によるものです。

　営業外費用は前第1四半期連結累計期間に比較して114,476千円減少し、20,327千円となりました。主な要因は

為替差損の減少によるものです。当社では、為替リスクへの対応として為替予約を活用しているほか、今後さら

に収益の変動を最小化するためのリスクヘッジスキームの多様化を検討しております。為替変動の影響を適切に

コントロールすることで、収益の安定性を高め、中長期的な企業価値の向上につなげてまいります。

　以上の結果、当第1四半期連結累計期間における経常利益は480,300千円（前年同期比+89.1％）となりました。

（特別損益、税金等調整前四半期純利益、親会社株主に帰属する四半期純利益）

　特別利益は当第1四半期連結累計期間および前第1四半期連結累計期間において発生しておりません。

特別損失は前第1四半期連結累計期間に比較して38,379千円増加し、38,379千円となりました。主な要因は実店舗

退店にかかる減損によるものです。

　以上の結果、税金等調整前四半期純利益は441,920千円（前年同期比+74.0％）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は235,026千円（前年同期比+23.7%）となりました。
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Ⅰ．業態別売上高 （単位：千円）

業態

2027年1月期
第1四半期

連結累計期間
（自　2026年2月1日
至　2026年4月30日）

前年同期比
(増減率)

STUDIOUS 2,448,229 18.40%

UNITED TOKYO 1,510,290 14.00%

PUBLIC TOKYO 721,247 △4.5％

CITY 223,982 12.40%

THE TOKYO 729,842 71.20%

CONZ 305,050 165.00%

RITAN 73,381 73.30%

JAPAN EDITION 83,120 160.90%

KEY TIMEZ 149,867 －

その他 △110,999 396.40%

全社合計 6,134,011 24.10%

Ⅱ．業態別売上高既存店前年同期比

業態

2027年1月期
第1四半期

連結累計期間
（自　2026年2月1日
至　2026年4月30日）

STUDIOUS 113.4%

UNITED TOKYO 107.0%

PUBLIC TOKYO 83.9%

CITY 92.9%

THE TOKYO 121.6%

CONZ 100.9%

RITAN 173.3%

JAPAN EDITION －

KEY TIMEZ －

全社合計 106.1%

（補足情報）

（注）収益認識基準の影響額は業態別に区別せず、「その他」に含めて記載しております。
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Ⅲ．出退店及び店舗数

業態
2026年1月期
連結会計
年度末

2027年1月期
第1四半期

連結累計期間

2027年1月期
第1四半期
連結会計
期間末

出店 退店 増減 （改装）

STUDIOUS 40 4 2 2 (2) 42

UNITED TOKYO 22 1 － 1 － 23

PUBLIC TOKYO 14 1 － 1 (1) 15

CITY 6 － 1 △1 (1) 5

THE TOKYO 11 － － － － 11

CONZ 8 － － － － 8

RITAN 2 － － － － 2

JAPAN EDITION 1 － － － － 1

KEY TIMEZ 0 6 － 6 － 6

全社合計 104 12 3 10 (4) 113

　2027年1月期第1四半期連結累計期間における店舗展開については以下のとおりです。

■STUDIOUS業態

　「STUDIOUS WOMENS 表参道店」を移転

　「STUDIOUS WOMENS 京都三条店」を出店

　「STUDIOUS WOMENS 北千住店」を出店

　「STUDIOUS WOMENS 六本木店」を出店

　「STUDIOUS MENS 心斎橋店」を出店

　「STUDIOUS WOMENS 上海富民路店」を退店（MENS/WOMENS複合店へ統合）

　「STUDIOUS 香港Fasionwalk店」を退店

■UNITED TOKYO業態

　「UNITED TOKYO 香港Fasionwalk店」を出店

■PUBLIC TOKYO業態

　「PUBLIC TOKYO 香港Fasionwalk店」を出店

■CITY業態

　「CITY 自社EC店」を休止

■KEY TIMEZ業態

　「KEY TIMEZ MENS 表参道店」を出店

　「KEY TIMEZ WOMENS 表参道店」を出店

　「KEY TIMEZ 新宿店」を出店

　「KEY TIMEZ 大阪店」を出店

　「KEY TIMEZ 自社EC店」を出店

　「KEY TIMEZ ZOZO店」を出店

　この結果、2027年1月期第1四半期連結会計期間末における店舗数は、STUDIOUS業態が42店舗（内、ECが3店舗）、

UNITED TOKYO業態が23店舗（内、ECが2店舗）、PUBLIC TOKYO業態が15店舗（内、ECが2店舗）、CITY業態が5店舗、

THE TOKYO業態が11店舗（内、ECが2店舗）、CONZ業態が8店舗（内、ECが2店舗）、RITAN業態が2店舗、JAPAN 

EDITION業態が1店舗、KEY TIMEZ業態が6店舗（内、ECが2店舗）の合計113店舗となりました。

　なお、実店舗は全100店舗となり、国内99店舗、海外14店舗となりました。

（注）連結子会社である東百国際貿易（上海）有限公司の第1四半期決算期末は3月末であり、当社の第1四半期決算

期末（4月末）とは1ヶ月の差異がありますが、本資料における出退店および店舗数は、2026年4月30日時点の

情報を記載しております。
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（2）財政状態に関する説明

（資産）

　当第1四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して1,748,186千円増加し、

16,611,983千円となりました。これは、主として商品が1,026,147千円、売掛金が213,103千円、有形固定資産

が296,001千円、差入保証金が142,530千円増加したことによるものです。

（負債）

　当第1四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比較して1,701,169千円増加し、

10,298,765千円となりました。これは、未払法人税等が228,759千円減少した一方で、主として買掛金が

1,013,084千円、長期借入金が488,802千円、短期借入金が200,000千円増加したことによるものです。

（純資産）

　当第1四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比較して47,016千円増加し、

6,313,218千円となりました。これは主として、配当金の支払により263,756千円減少した一方で、親会社株主

に帰属する四半期純利益が235,026千円、為替換算調整勘定が73,977千円増加したことによるものです。

（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想については2026年3月17日の「2026年1月期　決算短信」で公表いたしました通期の連結業績予

想に変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2026年1月31日）

当第1四半期連結会計期間
（2026年4月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,397,162 4,227,247

売掛金 1,556,826 1,769,930

商品 3,661,286 4,687,434

その他 525,560 762,248

流動資産合計 10,140,836 11,446,860

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,874,358 2,113,886

工具、器具及び備品（純額） 202,997 271,917

建設仮勘定 1,807 41,625

使用権資産（純額） 426,320 374,057

有形固定資産合計 2,505,485 2,801,487

無形固定資産

ソフトウエア 27,726 28,152

ソフトウエア仮勘定 － 1,650

無形固定資産合計 27,726 29,802

投資その他の資産

繰延税金資産 164,737 162,443

差入保証金 1,759,388 1,901,918

長期貸付金 90,511 94,475

その他 175,112 174,995

投資その他の資産合計 2,189,748 2,333,833

固定資産合計 4,722,961 5,165,123

資産合計 14,863,797 16,611,983

負債の部

流動負債

買掛金 1,245,088 2,258,172

短期借入金 1,900,000 2,100,000

１年内返済予定の長期借入金 2,007,022 2,156,901

未払費用 637,980 649,620

未払法人税等 463,198 234,439

リース債務 262,993 264,194

契約負債 101,054 135,273

賞与引当金 91,850 43,682

その他 297,204 431,361

流動負債合計 7,006,392 8,273,644

固定負債

長期借入金 1,408,076 1,896,878

リース債務 161,381 106,207

資産除去債務 21,745 22,035

固定負債合計 1,591,202 2,025,120

負債合計 8,597,595 10,298,765

2．四半期連結財務諸表及び主な注記

（1）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2026年1月31日）

当第1四半期連結会計期間
（2026年4月30日）

純資産の部

株主資本

資本金 682,537 682,537

資本剰余金 666,537 666,537

利益剰余金 5,055,178 5,026,447

自己株式 △4 △4

株主資本合計 6,404,250 6,375,519

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △155,015 △81,037

その他の包括利益累計額合計 △155,015 △81,037

新株予約権 16,967 18,736

純資産合計 6,266,202 6,313,218

負債純資産合計 14,863,797 16,611,983
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（単位：千円）

 前第1四半期連結累計期間
(自　2025年2月1日

　至　2025年4月30日)

 当第1四半期連結累計期間
(自　2026年2月1日

　至　2026年4月30日)

売上高 4,940,822 6,134,010

売上原価 2,249,715 2,849,422

売上総利益 2,691,106 3,284,588

販売費及び一般管理費 2,313,351 2,868,783

営業利益 377,755 415,805

営業外収益

受取利息 1,752 2,767

助成金収入 4,455 －

為替差益 － 67,125

その他 4,798 14,929

営業外収益合計 11,005 84,822

営業外費用

支払利息 10,612 20,220

為替差損 124,157 －

その他 34 107

営業外費用合計 134,804 20,327

経常利益 253,956 480,300

特別損失

固定資産除却損 － 1,579

減損損失 － 36,799

特別損失合計 － 38,379

税金等調整前四半期純利益 253,956 441,920

法人税等 63,965 206,894

四半期純利益 189,990 235,026

親会社株主に帰属する四半期純利益 189,990 235,026

（2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

 前第1四半期連結累計期間
(自　2025年2月1日

　至　2025年4月30日)

 当第1四半期連結累計期間
(自　2026年2月1日

　至　2026年4月30日)

四半期純利益 189,990 235,026

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △53,878 73,977

その他の包括利益合計 △53,878 73,977

四半期包括利益 136,112 309,003

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 136,112 309,003

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）
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（3）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　　（税金費用の計算）

　　　税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

　　後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前第1四半期連結累計期間
（自  2025年2月1日
至  2025年4月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自  2026年2月1日
至  2026年4月30日）

減価償却費 91,597千円 162,228千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　　　当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

　　連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（セグメント情報等の注記）

　　　【セグメント情報】

　　　Ⅰ　前第1四半期連結累計期間（自　2025年2月1日　至　2025年4月30日）

　　　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　　　Ⅱ　当第1四半期連結累計期間（自　2026年2月1日　至　2026年4月30日）

　　　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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